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１，財務書類 4 表の作成にあたって 

（１）⽬的 

現在の自治体の会計制度は地方自治法により規定されていますが、これ

らは、民間で採用されている、「発生主義会計」に対して、「現金主義会計」

と呼ばれており、現金の収入と支出に重点を置いたものとなっています。 

このような現金主義だけでは、地方自治体の資産や債務の実態をつかみ

にくいことから、発生主義的な考え方を取り入れた決算資料の作成が求め

られるようになっています。 

  

（２）財務書類の作成条件 

対象とする会計の範囲は、一般会計だけではなく、特別会計を含めた全体

における財務書類の作成を行います。 

国においては、十勝圏複合事務組合や北海道市町村備荒資金組合などの一

部事務組合を含めた連結書類を作成するよう求めており、今後は、一部事務

組合を含めた連結会計における財務書類の作成となります。 

 

（３）作成基準⽇ 

 平成２９年度財務書類の作成基準日は、会計年度の最終日である平成３０

年３月３１日とし、出納整理期間における取引は、３月３１日までに処理し

たものとしています。 
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（４）財務書類 4 表の種類 

「貸借対照表」 「行政コスト計算書」  「純資産変動計算書」 「資

金収支計算書」の４表を作成し公表することになります。 

 

① 貸借対照表 （BS） （様式第 1号） 

貸借対照表は資産の状況とその資産を形成するための財源がどのように

調達されたのか示すもので、表の左側が、町が保有する土地や建物からなる

「資産」、右側がその資産を形成するために将来世代が負担する「負債」と

これまでの世代がすでに負担した「純資産」が示されています。左側の資産

には土地や建物、道路などのインフラ等の他、貸付金や基金などの将来現金

化する事が可能な財産が含むんでいます。 

負債には町債の他に、退職手当引当金などがあります。 

 

② 行政コスト計算書（PL）  （様式第２号） 

行政コスト計算書は、１年間の行政運営を行う中で、福祉サービスやごみ

の収集にかかる経費など、資産形成につながらない人件費や物件費などの行

政サービスに要するコスト（経常費用、臨時損失）に区分したものと、行政

サービスの対価として徴収する使用料及び手数料など（経常収益、臨時利益）

を対応させて表示したものです。行政コスト計算書は、企業会計でいう損益

計算書にあたるものですが、公会計では、損益をみることが目的ではなく、

町民のみなさんに提供する行政サービスの費用を明らかにするものです。 

経常費用と臨時損失の合計から経常収益と臨時利益の合計を差引いたも

のが、当該度の純行政コストになります。 
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③ 純資産変動計算書（NW） （様式第 3号） 

純資産変動計算書は、純資産（過去の世代や国・道が負担した将来返済し

なくてよい財産）が年度中にどのように増減したかを表示したものです。 

純資産の減少は、現役世代が将来世代にとって利用可能であった資源を費

消して便益を享受する一方で、将来世代にその分の負担が先送りされたこと

を意味します。逆に純資産の増加は、現役世代が自らの負担によって将来世

代も利用可能な資源を蓄積したことを意味し、将来世代の負担は軽減された

こととなります。 

 

④ 資金収支計算書（CF）  （様式第 4号） 

１年間の資金の増減を①業務活動収支､②投資活動収支､③財務活動収支

に区分し残高を表示したもので､どのような活動に資金が必要であったかを

表示したものです｡ 
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２、平成 29 年度 陸別町⼀般会計等 

（１）⼀般会計等 貸借対照表（BS） 
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①資産の部 

■固定資産 

有形固定資産（土地、建物、物品など）        ２２２億６千万円 

（前年度末 ２２７億４千万円） 

※建設仮勘定・・・２カ年以上にわたって建設、整備されるものについ

て、まだ完成しておらず、共用を開始していないものについては、建設

仮勘定として資産の一部となります。 

※償却資産・・・建物や道路、水道など工作物については、毎年減価償

却されるので取得額とは異なり、減価償却の累計については△で記載さ

れています。 

無形固定資産（パソコンのソフトやシステム構築に係るもの） 

陸別町においては、ほとんどが、町村会の情報システム協議会への負担

金において措置しているので、この部分は出てきません。 

投資その他の資産（保有する有価証券の額面金額）    ４８億２千万円 

 （前年度末 ４８億６千万円） 

■流動資産 

現金、預金、税などの未収金、短期貸付金、財政調整基金、減債基金 

  ２３億８千万円 

（前年度末 ２３億４千万円） 

 

資産の合計が２９４億６千万の資産を保有していることになります。 

（前年度末 ２９９億４千万円） 
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②負債の部 

■固定負債 

地方債の残高  ４０億４千万円 （前年度末４０億７千万円） 

退職手当引当金     ６億９千万円 （前年度末  ６億９千万円）  

当該年度末に在職中の職員が全員退職すると仮定した場合の退職金 

の見積額です。 

■流動負債 

地方債（1年以内償還額） ４億８千万円 （前年度末  ４億７千万円） 

賞与引当金     ６千万円 （前年度末    ５千万円） 

賞与引当金は、職員等の賞与を支払うために当該年度の労務提供に対応

する期間の見積額を計上しています。 

翌年度６月に支払う期末・勤勉手当の支給額の予定額×4ヶ月（12 月～

3月）/6 ヶ月（全支給対象期間 12 月～5月） 

 

負債の合計が５２億６千万円となり、この分が将来の世代が負担する額になり

ます。（前年度末 ５２億９千万円） 

 

③純資産 

資産と負債の差額２４２億が純資産となり、この額は、これまでの世代が負

担した額となり、将来返済が無い資産となります。（前年度末 ２４６億５千万

円） 
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 総  額（億円） 町民ひとりあたり（万円） 

資産 
２９４．６ 

（２９９．４） 

１，２３１．０ 

（１，２１５．２） 

負債 
５２．６ 

（５２．９） 

２１８．１ 

（２１４．８） 

純資産 
２４２．０ 

（２４６．５） 

１，０１１．２ 

（１，０００．４） 

※平成 30 年 3 月末の人口 2,393 人。 

※（ ）内は前年数値（前年 3月末の人口 2,464 人） 

 

貸借対照表では、陸別町の全資産２９４億６千万円のうち２４２億円の支払

いが済んでおり、５２億６千万円が次世代の負担となっておりますが、資産が

負債の５．６倍あり町の財政の健全性が確保されているといえます。 
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（２）⼀般会計等 ⾏政コスト計算書 （PL） 
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① 人件費：７ 億０,００７ 万円（前年度末６ 億１，９３４ 万円） 

職員に対する給料や議員報酬、賞与引当金繰入、退職手当引当金繰入な

どの合計額です。 

② 物件費等： ２０億５，２５６ 万円（前年度末１９ 億６，２０９ 万円） 

消耗品費、燃料費、維持補修費、減価償却費などの合計額です。 

③ その他の業務費用： ５，００３ 万円（前年度末５，２８３ 万円） 

町債の利子償還金などの合計額です。 

④ 移転費用: １５億６，３６１ 万円（前年度末１３億９，８１３ 万円） 

負担金や補助金、扶助費、他会計への繰出金などの合計額です。 

⑤ 経常収益： ３ 億４，１３９ 万円（前年度末２ 億７，７８８ 万円） 

使用料及び手数料などの合計額です。 

⑥ 臨時損失： ２，１６５ 万円（前年度末５，６９０ 万円） 

資産除却、災害復旧費などの合計額です。 

⑦ 臨時利益： ７０８ 万円（前年度末７７１ 万円） 

資産売却などの合計額です。 

⑧ 純行政コスト：４０億３，９４６ 万円（前年度末３８ 億０，３６９ 万円） 

経常費用と臨時損失の合計と経常収益と臨時利益の差引額です。 

 

平成 29 年度の経常費用の合計額は４３億６，３３１万円で、行政サービス利

用に対する対価として住民のみなさんが負担する使用料や手数料などの経常収

益の合計額は３億４，１３９ 万円となっています。 

この額にそれぞれ臨時損失、臨時利益を加えた合計の収支である純行政コス

ト４０ 億３，９４６ 万円は、町税や地方交付税などの財源で賄っています。 

また、純行政コストを住民 1 人当たりに換算すると、１６９ 万円になります。 

経常費用において最もウェイトが高いのは、移転費用で３４．６％を占めま

す。主なものは、各種団体に対する補助金、負担金など、特別会計などに対す
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る他会計への繰出金、児童手当や医療費の助成などの社会保障関係経費となっ

ています。 

今後は、建物の老朽化による修繕料や少子高齢化に伴う社会保障費の増加が

見込まれます。 

 

（３）⼀般会計等 純資産変動計算書（NW） 

 

① 純行政コスト：４０ 億６，５０６万円（前年度末３８ 億０，３６９ 万円） 

行政コスト計算書で計算された純行政コストに支出（または支出が確定）

した金額です。 

② 財源：３５ 億８，９４４ 万円（前年度末３４ 億３，６４８ 万円） 

町税、地方交付税、国庫支出金、道支出金などの合計です。 

③ 固定資産等の変動 

有形固定資産、貸付金・基金などの増減額です。 

④ 無償所管換等： ２，５９１万円 （前年度末 ２ 億５，２４８ 万円） 

無償所管換等は、無償で譲渡又は取得した固定資産の評価額などの金額

です。 
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平成 29 年度末の純資産は２４２ 億０，３１６万円で、住民 1 人当たりに換

算して１，０１１ 万円となっています。 

固定資産等の変動が減額となっていることから、住民サービスのための資産

が減少していることがわかります。今後の減価償却費、維持補修費などの行政

コストの増加や、将来の施設や設備の更新なども考慮した行政運営の在り方を

検討していく必要があります。 
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（４）⼀般会計等 資⾦収⽀計算書 （CF） 
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① 業務活動収支：４億０，６５５ 万円（前年度末４ 億５，１３２ 万円） 

町の行政の経常的活動に伴い毎年度、継続的に収入、支出される収支額

です。 

② 投資活動収支：▲２億４，９０９ 万円（前年度末▲４億３，３７２ 万円） 

土地、建物、道路などの社会資本形成や、基金、貸付金などの収支額で

す。 

③ 財務活動収支：▲３，３２６万円（前年度末▲４，４９５ 万円） 

町債や一時借入金利子などの収支額です。 

④ 基礎的財政収支（プライマリーバランス）： 

２億８，２７５万円 （前年度末１ 億７，０２７ 万円） 

業務活動収支と投資活動収支、前年度末資金残高の合計になります。数

値がプラスであれば、現在の行政サービスにかかる費用が将来の世代に

先送りすることなく、現在の税収などで賄われていることを示し、マイ

ナスであれば、町債などの借入れをしなければ費用が賄えないことにな

ります。 

 

行政サービスを行う中で、毎年度継続的に収入・支出される業務活動収支で

は、４億０，６５５万円の余剰が生じ、資産形成や基金の積立金、繰入金など

の収支である投資活動収支は▲２億４，９０９ 万円の不足となったため、前年

度末資金残高を加えた基礎的財政収支は、２億８，２７５万円となっています。   

業務活動収支がプラスであることから比較的堅調な行政運営を行っていると

いえます。 

また、投資的活動収支がマイナスとなっていますが、これは固定資産の取得

や基金の積立などを積極的に行っているためです。 

財務活動収支が▲３，３２６万円とマイナスであることは、地方債残高の減

少を示しており、将来世代への負担先送り額が減少していることになります。 
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３、平成 29 年度 陸別町全体会計 

（１）全体会計 貸借対照表（BS） 
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 総  額（億円） 町民ひとりあたり（万円） 

資産 ３１７．３ 

（３２２．４） 

１，３２６.５ 

（１，３０８．３） 

負債 ６６．６ 

（６７．５） 

２７８．４ 

（２７３．７） 

純資産 ２５０．７ 

（２５４．９） 

１，０４８．１ 

（１，０３４．６） 

※平成 30 年 3 月末の人口 2,393 人。 

※（ ）内は前年数値（前年 3月末の人口 2,464 人） 

 

貸借対照表では、陸別町の全資産３１７億３千万円のうち２５０億７千万円

の支払いが済んでおり、６６億６千万円が次世代の負担となっておりますが、

資産が負債の４.８倍あり町の財政の健全性が確保されているといえます。 

今後は、事業用資産やインフラ資産の老朽化等による、大規模改修などの経

費が増加し、町債の借入増加が見込まれます。財政の健全性のためには、資産

と債務を考慮した財政運営を行っていく必要があります。 
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（２）全体会計 ⾏政コスト計算書 （PL） 
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平成２９年度の経常費用の合計額は５３億０，５８０千万円で、行政サービ

ス利用に対する対価として住民のみなさんが負担する使用料や手数料などの経

常収益の合計額は５億４，３１１万円となっています。 

この額にそれぞれ臨時損失、臨時利益を加えた合計の収支である純行政コス

ト４７ 億６，２６９万円は、町税や地方交付税などの財源で賄っています。 

また、純行政コストを住民 1 人当たりに換算すると、１９９ 万円になります。 

経常費用において最もウェイトが高いのは、移転費用で３６．１％を占めま

す。主なものは、各種団体に対する補助金、負担金など、特別会計などに対す

る他会計への繰出金、児童手当や医療費の助成などの社会保障関係経費となっ

ています。 

今後は、建物の老朽化による修繕料や少子高齢化に伴う社会保障費の増加が

見込まれます。 
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（３）全体会計 純資産変動計算書（NW） 

 

 

平成 29 年度末の純資産は２５０ 億７，３７８万円で、住民 1 人当たりに換

算して１，０４８ 万円となっています。 

固定資産等の変動が減額となっていることから、住民サービスのための資産

が減少していることがわかりますが、今後の減価償却費、維持補修費などの行

政コストの増加や、将来の施設や設備の更新なども考慮した行政運営の在り方

を検討していく必要があります。 
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（４）全体会計 資⾦収⽀計算書 （CF） 

 

 



21 
 

 

行政サービスを行う中で、毎年度継続的に収入・支出される業務活動収支で

は、５億２，３７３万円の余剰が生じ、資産形成や基金の積立金、繰入金など

の収支である投資活動収支は▲３億０，３２５ 万円の不足となったため、前年

度末資金残高を加えた基礎的財政収支は、３億９，２５７万円となっています。   

業務活動収支がプラスであることから比較的堅調な行政運営を行っていると

いえます。 

また、投資的活動収支がマイナスとなっていますが、これは固定資産の取得

や基金の積立などを積極的に行っているためです。 

財務活動収支が▲８，７６４ 万円とマイナスであることは、地方債残高の減

少を示しており、将来世代への負担先送り額が減少していることになります。 

 


